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■「障害」と「障がい」の表記について■ 

本計画では、「障がい」という言葉が人や人の状態を表す場合、「障がい」と表記しています。これ

は、「害」の漢字を人に対して使用することが、障がい者への差別や偏見を助長する可能性を考慮した

ものであり、障がい者の人権を尊重し、市民の障がい者への理解を深めることを目的としたものです。 

ただし、国や県が定めた法律の用語や団体等の固有名詞は、「障がい」と表記することで意味が失わ

れたり、誤解されたりするおそれがあるため、「障害」と表記しています。 
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第１節 計画の概要 

（１）計画策定の背景・趣旨 

我が国では、平成１８年に国際連合が採択した障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利条

約」という。）批准に向けた国内法の整備が進められ、平成２３年に改正された障害者基本法では、

障がいの範囲について身体障がい、知的障がい、精神障がいに加え、発達障がい及びその他の心身

の機能の障がいが追加されるとともに、障がいのある人に対する「合理的配慮※１」の概念が盛り

込まれました。 

平成２４年６月には従来の障害者自立支援法を、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）に改正し、難病患者を障害者福祉の対象

に含める等制度改正を推進するとともに、平成２５年６月には、障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律（平成２５年法律第６５号。以下「障害者差別解消法」という。）が成立し、平

成２８年４月から施行されています。 

本市では、平成１８年度に障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）に基づく「障害者計画」と

障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）に基づく「障害福祉計画」の両計画を、『坂東市

障害者計画及び障害福祉計画』として一体的に策定しました。そして、障がいのある人の「ノーマ

ライゼーション※２」と「完全参加※３」を基本理念に、保健・医療・福祉、教育、雇用、住まい、

まちづくり等幅広い分野にわたる障がい者施策に対し積極的に取り組んできました。 

近年、社会全体の高齢化や核家族化が進むとともに、障がいのある人の増加と高齢化、障がいの

重度化が見られ、それに伴って障がい福祉のニーズは多様化、複雑化している傾向にあり、障がい

福祉のニーズだけでなく、障がいのある人やその世帯の中で、介護や生活困窮など他の生活課題

を抱えているケースも多くなっています。 

こうした中、令和２年６月に成立した、地域共生社会※４実現のための社会福祉法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第５２号）では、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）及び介護保険

法（平成９年法律第１２３号）、障害者総合支援法、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）並びに生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に基づく事業を一体のものとし

て実施し、多様化、複雑化している地域生活課題の解決を支援する「重層的支援体制」の整備を推

進することとなりました。これにより、介護・障がい・子ども・困窮などで区別されてきた相談体

制やサービス提供体制、日中の居場所等の連携や共用などの変化が見込まれます。 

これらのことを踏まえ、国は、令和５年５月に「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円

滑な実施を確保するための基本的な指針」を改正し、今後の障がい者及び障がい児の福祉に関す

る方向性を示しました。 

本市では、この指針にのっとり令和６年度から令和１１年度までを計画期間とする「障害者計

画」及び令和６年度から令和８年度までを計画期間とする「第７期障害福祉計画・第３期障害児福

祉計画」を策定しました。 
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【参考：国の障がい者政策及び法改正の変遷】 

年度 内容 

平成１８年 

 

平成２３年 

 

平成２４年 

 

平成２５年 

 

平成２６年 

 

平成２８年 

 

 

令和 ２年 

 

令和 ５年 

障害者権利条約採択 

 

障害者基本法改正 

 

障害者自立支援法改正、障害者総合支援法へ 

 

障害者差別解消法成立 

 

障害者権利条約批准 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の

一部を改正する法律成立 

 

地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律成立 

 

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本

的な指針」を改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【用語解説】 

※１ 合理的配慮 障がいのある人から社会の中にあるバリアを取り除くために、何らかの対応を必要としているとの意思が伝え

られたときに、負担が重すぎない範囲で対応すること。 

【合理的配慮の事例】 

・車いす利用者のために高い所に陳列された商品を取って渡す 

・障がいの特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更を行う 等 

※２ ノーマライ 

ゼーション 
障がいのある人もない人も区別されることなく、同じ条件で生活できる社会の実現を目指す考え方のこと。 

※３ 完全参加 全ての障がいのある人がそれぞれ住んでいる地域において、地域社会に参加すること、また、その地域社会の

発展やまちづくりに参加すること。 

※４ 地域共生社会 制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人一

人が生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会のこと。 
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（２）計画の位置付け 

①障害者計画 

障害者計画は、障害者基本法第１１条第３項に基づき定められる「市町村障害者計画」に当た

り、地域の障がいのある人の状況を踏まえ、障がい者施策に関する基本的な考え方や方向性を明

らかにする基本的な計画です。 

②障害福祉計画 

障害福祉計画は、障害者総合支援法第８８条に基づく「市町村障害福祉計画」であり、障害者

総合支援法に基づく指定障害福祉サービス、指定相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の

確保に関する事項を具体的に定めるものです。国の「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等

の円滑な実施を確保するための基本的な指針（最終改正令和５年厚生労働省告示第３９５号。以

下「基本指針」という。）」において、令和８年度を目標年度とした成果目標を設定するとともに、

各年度における指定障害福祉サービス、指定相談支援の種類ごとの必要な量の見込み及びその

確保のための方策、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項その他必要な事項につい

て定めることとされています。 

③障害児福祉計画 

障害児福祉計画は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の２０に基づく「市町

村障害児福祉計画」であり、児童福祉法に基づく障害児相談支援サービス及び障害児通所支援サ

ービスの提供体制の確保に関する事項を具体的に定めるものです。 

障害児福祉計画についても障害福祉計画と同様に、国の基本指針において、令和８年度を目標

年度とした成果目標を設定するとともに、障害児相談支援サービス及び障害児通所支援サービ

スの種類ごとの必要な量の見込み及びその確保の方策を定めることとされています。 

 

これらの計画の策定に当たっては、国の基本指針や新いばらき障害者プラン、本市における各

種上位計画及び関連計画等との整合を図るものとします。 

  

ばんどう未来ビジョン

坂東市
地域福祉計画

坂東市
地域福祉活動計画

各部門別計画

・坂東市高齢者福祉計画・
介護保険事業計画

・坂東市子ども子育て支援
事業計画

・坂東市健康プラン21
・その他関連計画

障害者計画

障害
福祉計画

障害児
福祉計画

障害者基本計画
基本指針

新いばらき障害者プラン
茨城県障害福祉計画
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（３）計画の対象 

障がいのある人もない人も、ともに暮らす地域社会の実現のためには、全ての市民による障が

いへの理解と協力が必要です。そのため、本計画は障がいのある人だけでなく、全ての市民を対象

とします。 

（４）計画の期間 

障害者計画の計画期間は、令和６年度から令和１１年度までの６か年であり、今回は国の指針

に基づく見直しを行っています。 

また、第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画は、両計画とも令和６年度から令和８年

度までの３か年とし、令和８年度に見直しを行うこととします。 

さらに、令和１１年度には、各計画の計画年度が終了することから、令和１１年度中にこれらの

計画の全面改定を行うものとします。 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

         

  

障害者計画 

第７期障害福祉計画 

第３期障害児福祉計画 

第６期障害福祉計画 

第２期障害児福祉計画 

障害者計画 

第８期障害福祉計画 

第４期障害児福祉計画 
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（５）計画の策定体制 

本計画を地域の実情に即した実効性のある内容とするためには、保健・医療・福祉、教育、就労

等庁内における各分野の連携や、サービスを利用する障がいのある人を始め、市民やサービスを

提供する事業者の理解と協力が必要です。そのため、本計画の策定に当たっては、以下のような取

組を実施してきました。 

①地域自立支援協議会の開催 

本計画の策定に当たっては、保健・医療・福祉、教育、就労等の障害福祉に関連する行政、民

間団体、市民等によって構成される「坂東市地域自立支援協議会」により、本計画の内容につい

て検討を行いました。 

②市民アンケート調査、事業者・市民団体調査の実施 

障がいのある人の心身の状況や、障がいのある人を取り巻く環境、障害福祉サービス等に対す

るニーズを把握するため、障がいのある人に対するアンケート調査及び障害福祉サービスを提

供する事業者や市民団体への調査を行い、計画に反映しました。 

③パブリック・コメントの実施 

本計画に市民の皆様の意見を反映し、広く周知するため、素案についてパブリック・コメント

を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

障がいのある人やその家族、障害福祉サービス提供事業者からの意見収集 

アンケート調査 ヒアリング調査  

■調査目的 

・障がい児・者の日常生活 

における課題の把握 

・障害福祉サービス等に対 

する利用ニーズの把握 

■調査対象 

・市内の障害者手帳等をお

持ちの方等 

合計 800人 

（回収数 418 人） 

■調査目的 

・障害福祉サービス等の利

用状況や利用上の課題・

要望等の把握・新たな障

害福祉サービス等に対す

る意見の徴収 

■調査対象 

・障害福祉サービス提供事

業者及び市民団体 

合計６か所 

  

地域自立支援協議会

計
画
書
の
完
成
・
公
表
・
周
知

計
画
素
案
の
作
成

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
実
施
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第２節 坂東市の現状 

（１）坂東市の人口・世帯数 

本市の人口は減少傾向であり、平成３１年までは５４,０００人を上回っていましたが、令和４

年には５３,０００人を下回り、令和５年は５２,４３９人となっています。一方で、世帯数は増加

傾向であり、令和５年には２１,０００世帯を上回り、２１,２７７世帯となっています。 

年齢区分別にみると、平成３０年から令和５年までにかけて６５歳以上の人口は８３３人増加

し人口の３０％以上を占めているのに対し、０歳～１４歳の人口は１,０８６人減少し人口の１０．

５％となっており、少子高齢化が進展していることが分かります。 

年齢３区分別人口の推移と世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：住民基本台帳 各年４月１日）  
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（２）障がいのある人の状況 

①障がいのある人の推移 

身体障害者手帳保持者が最も多く、次いで療育手帳保持者、精神障害者保健福祉手帳保持者と

なっています。また、療育手帳保持者、精神障害者保健福祉手帳保持者は増加傾向にあります。 

（人） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

身体障害者手帳保持者 1,775 1,782 1,794 1764 1654 1658 

療育手帳保持者 468 474 479 499 507 517 

精神障害者保健福祉手帳所持者 284 284 303 302 322 352 

（出典：社会福祉課 各年３月 31 日） 

②身体障がい者の状況 

身体障害者手帳保持者は、等級別に見ると「１級」が最も多く、障がい区分別に見ると「肢体不自由」

が最も多くなっています。等級別の手帳保持者の推移を見ると、「３級、４級」は横ばい、「１級、２級、

５級、６級」はやや減少傾向にあります。障がい区分別では、「音声・言語、内部」は増加傾向、「視覚、

聴覚・平衡、肢体不自由」は減少傾向にあります。 

 

ア）等級別推移 （人） 

 
平成30年 

2018 年 

平成31年 

2019年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022 年 

令和5年 

2023年 

１級 641 640 648 662 604 600 

２級 294 287 288 278 237 241 

３級 291 302 299 292 287 298 

４級 346 351 352 335 339 339 

５級 90 87 86 87 85 82 

６級 113 115 121 110 102 98 

（出典：社会福祉課 各年３月 31 日） 

 

イ）障がい区分別推移 （人） 

 
平成30年 

2018 年 

平成31年 

2019年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022 年 

令和5年 

2023年 

視覚 98 95 97 95 86 91 

聴覚・平衡 132 135 138 136 121 117 

音声・言語 26 28 28 29 31 30 

肢体不自由 922 901 896 896 810 800 

内部 597 623 635 609 606 620 

（出典：社会福祉課 各年３月 31 日）  
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③知的障がい者の状況 

療育手帳保持者は、「Ｂ」が最も多く、全区分において令和４年に比べ令和５年では減少傾向に

あります。 

 

療育手帳保持者の推移 （人） 

 
平成30年 

2018 年 

平成31年 

2019年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022 年 

令和5年 

2023年 

Ⓐ 92 96 100 101 103 92 

Ａ 125 123 120 121 124 110 

Ｂ 138 136 135 146 154 138 

Ｃ 113 119 124 139 136 124 

（出典：社会福祉課 各年３月 31 日） 

 

 

④精神障がい者の状況 

精神障害者保健福祉手帳保持者は、「２級」が最も多く、「２級、３級」は増加傾向、「１級」

はおおむね横ばいとなっています。 

 

精神障害者保健福祉手帳保持者の推移 （人） 

 
平成30年 

2018 年 

平成31年 

2019年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022 年 

令和5年 

2023年 

１級 28 28 30 34 31 29 

２級 178 175 196 197 226 207 

３級 78 81 77 91 95 85 

（出典：社会福祉課 各年３月 31 日） 
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⑤自立支援医療制度受給者の状況 

自立支援医療制度は、心身の障がいを除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担

額を軽減する公費負担医療制度で、平成１８年４月から運用されています。精神通院医療※５受給

者は、増加傾向にあります。 

 

ア）育成医療※６の給付決定件数（１年間当たり）の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

肢体不自由 0 0 0 0 0 1 

視覚障がい 1 0 0 0 0 0 

聴覚・平衡機能障がい 0 0 0 0 0 0 

音声・言語・そしゃく機能障がい 4 3 2 1 1 1 

内部（心臓）障がい 0 2 2 0 1 1 

内部（じん臓）障がい 0 0 0 0 0 0 

その他 7 6 4 2 2 2 

合計 12 11 8 3 4 5 

イ）更生医療※７の給付決定件数（１年間当たり）の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

肢体不自由 0 0 0 0 1 0 

視覚障がい 0 0 0 0 0 0 

聴覚・平衡機能障がい 0 0 0 0 0 0 

音声・言語・そしゃく機能障がい 2 2 1 1 1 1 

内部（心臓）障がい 1 0 0 0 0 0 

内部（じん臓）障がい 19 20 19 17 19 22 

その他 2 2 1 2 2 3 

合計 24 24 21 20 23 26 

ウ）精神通院医療受給者の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

受給者数 641 642 685 718 721 741 

（出典：社会福祉課 各年３月 31 日） 

 

【用語解説】 

※５ 精神通院医療 精神障がい者の適正な医療の普及を図るため、精神障がい者に対し、病院等に入院することなく行われる精神

障がいの医療のこと。 

※６ 育成医療 身体に障がいのある児童の健全な育成を図るため行われる生活能力を得るために必要な医療のこと。 

※７ 更生医療 身体障がい者の自立と社会経済活動への参加の促進を図るために行われる更生のために必要な医療のこと。 
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⑥小児慢性特定疾病の状況 

小児慢性特定疾病にかかっていることにより、その治療が長期にわたり、医療費の負担も高額となること

から、その治療の確立と普及を図り、併せて患者家族の医療費の負担を軽減するため、国と県が医療費の自

己負担分の一部を助成する制度があります。国の助成基準とは別に、茨城県では独自の基準を設け、国の助

成対象とならない方に対する助成も行っています。本市における助成の対象は、１６人となっています。 

ア）国の基準による小児慢性特定疾病医療受給者数の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

令和元年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

悪性新生物 3 1 1 0 0 0 

慢性腎疾患 3 3 5 4 1 1 

慢性呼吸器疾患 1 1 1 0 0 0 

慢性心疾患 5 5 4 4 5 5 

内分泌疾患 10 7 8 7 2 3 

膠原病 0 0 0 0 0 0 

糖尿病 2 2 2 0 1 0 

先天性代謝異常 2 2 2 2 3 1 

血液疾患 0 0 0 0 0 0 

免疫疾患 0 0 0 0 0 0 

神経・筋疾患 3 4 4 4 4 2 

慢性消化器疾患 4 4 4 3 3 2 

染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群 2 2 2 2 2 2 

皮膚疾患 0 0 0 0 0 0 

骨系統疾患 0 0 0 0 0 0 

脈管系疾患 0 0 0 0 0 0 

合計 35 31 33 26 21 16 

（出典：茨城県古河保健所 各年 10 月１日） 

イ）茨城県の基準による小児慢性特定疾病医療受給者数の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

令和元年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

慢性腎疾患 0 0 0 0 0 0 

慢性呼吸器疾患 0 0 0 0 0 0 

慢性心疾患 0 0 0 0 0 0 

膠原病 0 0 0 0 0 0 

神経・筋疾患 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 0 

（出典：茨城県古河保健所 各年 10 月１日） 
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⑦指定難病特定医療費助成制度（旧特定疾患医療費助成制度）受給者の状況 

原因不明、治療法未確立で、後遺症のおそれが少なくない疾病や、経過が慢性にわたり、家族の

経済的・人的・精神的負担が大きい疾病として厚生労働省が指定した「指定難病」について、国と

県が医療費の一部を助成する制度があります。助成の対象となる指定難病は、令和３年１１月か

ら３３８疾病に拡大されています。本市における助成の対象者は、２３２人となっています。 

指定難病特定医療費助成制度受給者 

区分 人数 区分 人数 

進行性核上性麻痺 5 自己免疫性溶血性貧血 1 

パーキンソン病 28 特発性血小板減少性紫斑病 3 

重症筋無力症 8 IgA 腎症 1 

多発性硬化症／視神経脊髄炎 3 多発性嚢胞腎 1 

多系統萎縮症 2 黄色靱帯骨化症 4 

慢性炎症性脱髄性多発神経炎／多巣性 

運動ニューロパチー 
1 後縦靱帯骨化症 9 

脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。) 7 広範脊柱管狭窄症 2 

ライソゾーム病 2 特発性大腿骨頭壊死症 5 

もやもや病 3 クッシング病 1 

全身性アミロイドーシス 2 下垂体前葉機能低下症 5 

神経線維腫症 1 サルコイドーシス 3 

天疱瘡 1 特発性間質性肺炎 2 

高安動脈炎 1 肺動脈性肺高血圧症 1 

顕微鏡的多発血管炎 4 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 1 

多発血管炎性肉芽腫症 1 網膜色素変性症 7 

好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 2 原発性胆汁性胆管炎 1 

悪性関節リウマチ 2 自己免疫性肝炎 1 

バージャー病 1 クローン病 11 

全身性エリテマトーデス 15 潰瘍性大腸炎 29 

皮膚筋炎／多発性筋炎 10 類天疱瘡(後天性表皮水疱症を含む。) 2 

全身性強皮症 1 ファロー四徴症 1 

混合性結合組織病 6 一次性ネフローゼ症候群 3 

シェーグレン症候群 10 強直性脊椎炎 1 

成人スチル病 2 好酸球性副鼻腔炎 5 

ベーチェット病 8 特発性多中心性キャッスルマン病 1 

特発性拡張型心筋症 5   

合計 232 

（出典：茨城県古河保健所 令和５年 10 月１日） 
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⑧医療福祉費受給者等の状況（重度心身障がい者・６５歳以上の重度心身障がい者） 

重度心身障がい者等が受けられる医療福祉費支給制度（マル福）は、茨城県の事業です。これは、

必要とする医療を容易に受けられるよう、医療保険（国民健康保険・社会保険等）で病院にかかっ

た場合の一部負担金相当額を公費で助成し、医療費の負担を軽減する制度です。 

令和４年度の医療福祉費支給制度の延べ受給者は１２,７４５人、件数は２５,３６１件、総支

払額は１５３,１４６千円となっています。 

 

医療福祉費受給者等の推移（重度心身障がい者・６５歳以上の重度心身障がい者） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

延べ受給者（人） 13,387 13,178 13,189 13,225 12,886 12,745 

件数（件） 24,226 24,550 25,330 25,539 25,387 25,361 

１人当たり受診件数（件） 21.71 22.34 23.07 23.34 23.77 23.95 

総支払額（千円） 177,905 173,279 170,298 169,783 160,416 153,146 

（出典：保険年金課 各年３月 31 日） 

 

⑨障害基礎年金・障害厚生年金受給者の状況 

障害基礎年金は、心身に障がいを受け、一定の受給要件を満たす人に給付される国民年金で

す。また、障害厚生年金は、厚生年金に加入している人が在職中に傷病等によって障がいを受け

たときに支給される年金です。令和４年度における障害基礎年金の受給者は９２８人、障害厚生

年金の受給者は２２７人となっています。各年金受給者数の推移を見ると、障害厚生年金が増加

傾向にあります。 

 

障害基礎年金・障害厚生年金受給者数の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

障害基礎年金 920 929 921 939 932 928 

障害厚生年金 210 211 212 225 226 227 

（出典：保険年金課 各年４月１日） 
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⑩各種手当等の受給者の状況 

一定の要件を満たす障がいのある人やその家族等に対して、特別障害者手当、障害児福祉手当、

在宅特別障害児手当及び特別児童扶養手当を支給しています。 

障害者扶養共済制度は、障がいのある人を扶養している保護者が死亡したり著しい障がいを負

ったりした場合に、掛金に応じて障がいのある人に終身一定額の年金を支給する制度です。 

各種手当等の受給者数は、「在宅障害児福祉手当、特別児童扶養手当、障害者扶養共済制度」で

は増加傾向、「特別障害者手当、障害児福祉手当」は、おおむね横ばいとなっています。 

 

各種手当等受給者数の推移 （人） 

 
平成30年 

2018年 

平成31年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

特別障害者手当 21 20 17 21 23 23 

障害児福祉手当 16 18 20 20 19 18 

在宅障害児福祉手当 77 78 76 83 86 88 

特別児童扶養手当 84 88 89 90 98 96 

障害者扶養共済制度 22 23 23 25 24 25 

（出典：社会福祉課 各年４月１日） 
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⑪市内小中学校の特別支援学級及び児童・生徒数の現状 

市内の全ての市立小中学校には、特別支援学級が設置されています。令和５年の小学校におけ

る特別支援学級数は４５学級、特別支援学級の児童数は２１０人となっています。 

同様に中学校における特別支援学級数は１５学級、特別支援学級の生徒数は８３人となっています。 

各小学校の支援学級については、岩井第一小学校が学級数・児童数ともに最も多くなっていま

す。各中学校の支援学級については、岩井中学校が学級数・生徒数ともに最も多くなっています。 

ア）小学校における特別支援学級の現状 
 

イ）中学校における特別支援学級の現状 

小学校  中学校 

岩井第一 
学級数 9  

岩井 
学級数 6  

児童数（人） 61  生徒数（人） 40  

七重 
学級数 5  

南 
学級数 3  

児童数（人） 20  生徒数（人） 10  

弓馬田 
学級数 2  

東 
学級数 2  

児童数（人） 6  生徒数（人） 7  

飯島 
学級数 2  

猿島 
学級数 4  

児童数（人） 8  生徒数（人） 26  

神大実 
学級数 2  

合計 
学級数計 15  

児童数（人） 7  生徒数計(人) 83  

七郷 
学級数 5   

児童数（人） 25  

中川 
学級数 3  

児童数（人） 13  

長須 
学級数 2  

児童数（人） 7  

岩井第二 
学級数 4  

児童数（人） 25  

生子菅 
学級数 2  

児童数（人） 8  

沓掛 
学級数 4  

児童数（人） 18  

内野山 
学級数 2  

児童数（人） 3  

逆井山 
学級数 3  

児童数（人） 9  

合計 
学級数計 45  

児童数計(人) 210  

 （出典：市教育委員会 令和５年５月１日） 
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特別支援学級数と児童・生徒数の推移は、小中学校ともに児童・生徒数は増加傾向にあります。 

 

ウ）特別支援学級数と児童・生徒数の推移 （人） 

  
平成30年 

2018年 

令和元年 

2019 年 

令和2年 

2020 年 

令和3年 

2021年 

令和4年 

2022年 

令和5年 

2023年 

小学校 
学級数 37 38 43 45 47 45 

児童数（人） 157 167 195 204 213 210 

中学校 
学級数 15 18 18 17 15 15 

生徒数（人） 69 78 89 84 75 83 

（出典：市教育委員会 各年５月１日） 

⑫近隣の特別支援学校の現状 

近隣の主な特別支援学校は、境特別支援学校と下妻特別支援学校です。境特別支援学校では、小

学部１４２人、中学部７３人、高等部本科１０１人となっています。また、下妻市特別支援学校で

は、小学部４３人、中学部１７人、高等部本科２０人となっています。 

 

ア）境特別支援学校 （人） 

 1 年 2 年 3 年 4年 5年 6年 合計 

小学部 25 23 27 26 24 17 142 

中学部 23 23 27    73 

高等部本科 32 32 37    101 

合計 80 78 91 26 24 17 316 

（出典：境特別支援学校 令和５年５月１日） 

 

イ）下妻特別支援学校 （人） 

 1 年 2 年 3 年 4年 5年 6年 合計 

小学部 4 10 9 8 5 7 43 

中学部 7 6 4    17 

高等部本科 11 4 5    20 

合計 22 20 18 8 5 7 80 

（出典：下妻特別支援学校 令和５年５月１日） 
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第３節 計画の基本的な考え方 

（１）計画の基本理念 

障害者基本法の第１条では、「障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけが

えのない個人として尊重されるものである」という理念が掲げられています。この理念のもと国

では障がい者施策の充実を図ってきました。 

本市においても、「ノーマライゼーション」と「完全参加」を基本理念とし、障がいのある人

もない人も、だれもが互いの人権や個性を尊重し支え合い、また、障がいのある人が地域の一員

として地域で活躍できる社会の実現を目指し、障がい者施策を推進してきました。今後も、この

理念を継承し、全ての市民の理解や協力を得ながら、障がいの有無を問わず、「だれもが安心し

て笑顔で暮らせるまちづくり」を目指します。 

 

【目指すべき将来像】 

だれもが安心して笑顔で暮らせるまちづくり 

 

 

【基本理念】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 ノーマライゼーション 】 

ノーマライゼーションとは、障がいのある人もない人も区別されることなく、同じ条件で生活でき

る社会の実現を目指す考え方のことをいいます。 

このような社会を実現するために、市民の意識改革を進めるとともに、ハード・ソフトの両面から、

障害のある人の生活環境の改善に向けた施策を進めていくことが必要です。 

【 完全参加 】 

完全参加とは、全ての障がいのある人がそれぞれ住んでいる地域において、地域社会に参加するこ

と、また、その地域社会の発展やまちづくりに参加することをいいます。 

そのため、全ての市民が、障がいの有無を越えて交流の輪を広げ、ともに地域の一員として協働し

ながら、地域社会を構築していくことが重要です。 

ノーマライゼーション 完全参加
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（２）本計画の施策体系 

本計画の施策体系は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念
障害者計画

施策の方向 具体的な取組内容

障害福祉サービス等の充実

施策の方向１

障がいのある子どもへの
支援の充実

施策の方向２

保健・医療の推進

施策の方向３

ライフステージに合わせた
自立支援の充実

施策の方向４

安全安心な生活環境の整備

施策の方向５

文化芸術活動・スポーツ等
の振興

施策の方向６

障がいのある人への理解と
配慮

施策の方向７

（１）相談支援の充実

（２）障害福祉サービス等の基盤整備

（３）地域生活の支援

（４）地域における障がい者福祉の推進

（５）障害福祉サービス等の質の向上

（１）障害児相談支援の充実

（２）障害児通所支援事業の充実

（３）重症心身障害児等支援の充実

（４）障がいのある子どもへの支援体制の整備

（１）精神保健・医療の適切な提供等

（２）難病等に関する保健・医療施策の推進

（３）障がいの原因となる疾病等の予防・早期発見

（４）保健・医療の充実

（１）障がいのある人が暮らしやすい生活環境の整備

（２）移動しやすい環境の整備

（３）防災対策の推進

（４）防犯対策の推進

（１）権利の擁護・差別解消の推進

（２）虐待の防止

（３）行政等における配慮の推進

（４）障がいのある人に配慮した情報発信と意思疎通支援の推進

（１）文化芸術活動の充実に向けた環境の整備

（２）スポーツ・レクリエーションに親しめる環境の整備

（３）人材の確保

（５）就労の定着支援

（６）障がいのある人やその家族の経済的負担の軽減

（３）福祉的就労の推進

（４）就労を望む障がいのある人の能力向上

（１）障がいのある子どもの学びと成長環境の整備

（２）雇用機会の拡大

ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
・
完
全
参
加

第３期
障害児福祉

計画

第７期
障害福祉

計画
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第４節 計画の推進 

（１）推進体制の強化 

障がいのある人のニーズは、障がいの状態や生活に対する希望等によって様々であり、障害福

祉の推進においては、保健・医療・福祉、教育、就労、ボランティア等の分野を超えた総合的な取

組が不可欠です。そのため、行政、民間団体及び市民との連携が重要となります。 

本市では、上記の各分野から構成された「坂東市地域自立支援協議会」を設立し、相談支援事業

の運営や地域の関係機関の相互連携に関すること等についての協議や情報交換を行いながら、障

がい福祉の向上に取り組むこととしています。今後も、各分野間の連携強化によって、障害福祉施

策を推進していきます。 

また、市町村は、住民に最も身近な基礎的な自治体として障害福祉サービスを提供しています

が、サービス全体を適切かつ効果的に提供していくため、近隣市町や茨城県との連絡調整や意見

交換等により、本計画の推進体制を強化していきます。 

（２）計画の評価・見直し 

これまで、障がい者施策の確実な推進のために、各施策の進捗状況や障害福祉サービスの利用

状況等の評価・見直しを行ってきました。 

本計画においても、「坂東市地域自立支援協議会」等での計画の進捗管理を行うとともに、必要

に応じて計画の評価・見直しを行う等、「ＰＤＣＡサイクル」を実践していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）行政と市民の協働の仕組み 

計画の推進は、行政だけでできるものではなく、行政、民間団体、市民等がそれぞれの役割を担

い、連携していくことが必要不可欠です。そのため、障がい者団体、社会福祉協議会、医師会、商

工団体、ボランティア団体等と連携するとともに、障がいのある人の社会参加に向けた、行政と市

民の協働作業を推進します。 

  

Ｄｏ

実行・推進

ＰＬＡＮ

計画

ＣＨＥＣＫ

点検・評価
ＡＣＴＩＯＮ

見直し

計画を
策定・改定する

計画を
実行・推進する

取組を
点検・評価する

計画を
見直す



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 障害者計画 
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施策の方向１ 障害福祉サービス等の充実 

【基本的な考え方】 

本市においては、市内の障害福祉サービスの提供事業者を始めとする関係機関との協力のもと、

各種障害福祉サービスや地域生活支援事業の提供・充実に努めてきました。 

しかし、制度が複雑化し、行政と事業所が制度の内容や解釈を共有することが難しくなったり、障

がいのある人の高齢化や障がいの重度化等による障害福祉サービス等の利用に対する個々のニーズ

が多様化してきたりといったことから、対応が難しい状況も発生しています。 

そのため、行政と事業者、関係機関で組織されている坂東市地域自立支援協議会における活発な

情報交換などにより、共通認識のもとで地域全体のサービス提供体制を整えていく必要があります。 

 

【障がいのある人へのアンケート結果から】 

 ○年齢（単一回答、回答者数：417 人） 〇障がい支援区分認定の状況 

（単一回答、回答者数：417 人） 

 

【障害福祉サービス提供事業者・市民団体へのヒアリング結果から】 

○障害福祉サービスの提供上の課題 

・障害福祉サービスを受ける際の相談支援事業所の不足及び相談支援専門員の不足を感じる。 

・緊急でサービス利用調整が必要になったとき、早急に受け入れてくれる事業所を探すのに苦慮してい

る。 

・サービスを利用するまでの手順や種類について、利用者に必要な情報が提供されているか。 

・精神疾患においての特性として、安定していた病状が僅かな環境の変化等により、増悪するこ

とがあり、医療・福祉や行政機関などの関係者が、その特性を十分に理解して連携していく必

要がある。 

・未成年から成人になる際に、放課後等デイサービスが埋めていた支援時間に代替する福祉サー

ビス資源の少なさを感じる。また、養育者の仕事の時間を変更しなくてはならない場合も多く、

施設利用時間とのマッチングができず、希望する施設を利用できない場合がある。 

  

20歳未満 4.1%

20～39歳 10.3%

40～64歳

26.1%

65～74歳

23.5%

75歳以上

33.6%

受けている 6.9%

受けていない

43.9%わからない

32.1%

無回答

17.0%
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【具体的な取組内容】 

 

（１）相談支援の充実 

 ■ 障がいに合わせた総合的な相談支援を提供する体制の整備を推進し、障がいのある人が身

近な地域で相談支援を受けられる体制を構築します。 

■ 地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置と相談支援の

指導的な役割を担う主任相談支援専門員の配置を検討します。 

■ 障害福祉分野だけでない複合的な課題を持った人や家族が必要な支援を受けられるよう、

他の福祉分野の支援内容や担当者の情報を整理します。 

 

（２）障害福祉サービス等の基盤整備 

 ■ 坂東市地域自立支援協議会において、地域全体のサービス提供体制の整備などについて協

議し、方向性を共有します。 

■ 障がいのある人のニーズを適切に把握し、様々な事業主体と連携して、市内で不足するサ

ービスの提供体制構築を進めます。 

 

（３）地域生活の支援 

 ■ 地域活動支援センター事業、日中一時支援事業、相談支援事業等の地域生活支援の充実を

図り、障がいのある人が地域の中で充実した生活を送れるよう支援します。 

 

（４）地域における障がい者福祉の推進 

 ■ 障がいのある人の高齢化や障がいの重度化への対応の充実を図るため、地域生活支援拠点

等の整備について検討します。 

■ 在宅の障がい者で親が亡くなると孤立してしまう人について、関係者で事前に対応方針を

協議し共有します。 

■ 精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を進めます。 

■ 地域での生活を希望する人が地域での暮らしを継続できるよう、既存のサービスの提供と

併せて、日中サービス支援型共同生活援助等の新たなサービスの導入を検討します。 

 

（５）障害福祉サービス等の質の向上 

 ■ 障害福祉サービス等に関する情報提供を推進し、障害福祉サービス等の利用者のニーズに

応じた良質なサービスを選択できるようにします。 

■ 各種障害福祉サービス等に関する専門的な技術や知識を有する人材の育成・確保を推進し、

サービス等の円滑な提供を図ります。 

■ 障害福祉サービス等の利用状況を把握し、障がいのある人に適切なサービスが提供されて

いるかを検証し、適正な運営を行う事業者を確保していきます。 
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施策の方向２ 障がいのある子どもへの支援の充実 

【基本的な考え方】 

本市では、障がいのある子どもへの適切な保育・育成を提供するために、保育士等への研修、小

中学校への専門教員の基準配置の実施、就学中の相談支援体制の充実に努めてきました。国では、

医療的なケアを要する児童に対する支援について法で明文化するなど、障がいのある子どもへの支

援の強化を図っており、本市においても国の方針と協調し、支援を進めていきます。 

また、障がいのある子どもの保護者等が障がいの特性を理解し、必要な知識や対応方法を身に付

けることも重要であり、子どもの成長に合わせて身近な場所で障がいや療育に関する相談や情報提

供を行うなど、地域で安心して子どもを育てられる環境の整備が必要です。 

 

【障がいのある人へのアンケート結果から】 

○障害児福祉サービスに対するニーズ（上位３つ、単一回答、回答者数：16 人） 

 

【障害福祉サービス提供事業者・市民団体へのヒアリング結果から】 

○障がいのある子どもへの支援について 

・家庭支援が必要なケースが多いため、保健センター、発達支援センター、こども課、学校、幼稚

園等と情報共有を図りながら、対象児童家族が周囲から孤立せず、安心して子育てに取り組め

る環境づくりが必要である。 

・支援する専門職の充実。認定こども園、保育所での障がい児保育の充実。 

・障がい児本人に対する福祉的な支援を進めることと並行して、本人に関わる養育者、家族に対

する支援が必要。障がい需用に関することや、利用できる公的サービスに関する知識など、主

たる介護者や同居する親族の障がいに対する理解不足が、本人の能力とのギャップで摩擦が生

じ、虐待に繋がるケースを防げればと思う。 

31.3%

18.8%

18.8%

18.8%

18.8%

6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

放課後等デイサービス

児童発達支援

障害児相談支援

現在利用している 利用を増やしたい

新たに利用したい
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【具体的な取組内容】 

 

（１）障害児相談支援の充実 

 ■ 障がいのある子どもやその家族が、乳幼児期から学校卒業まで一貫して、地域の身近な場

所で支援を受けられる体制を構築し、様々な情報提供や相談等の支援を行います。 

■ 障がいのある子どもやその家族のニーズに合わせた通所サービスの利用計画の作成や、支

給決定後のサービス事業者等との連絡調整などの支援を行います。 

 

（２）障害児通所支援事業の充実 

 ■ 障がいのある子どものニーズに合わせ、児童発達支援、医療型児童発達支援、保育所等訪

問支援、放課後等デイサービス等の各種サービスの提供を図ります。 

■ 身近な地域での支援の充実を図るため、市内に必要な通所支援施設の整備を促進します。 

■ インクルージョン※８を推進するため、保育所等訪問支援を提供する事業所を確保し利用を

促進します。 

 

（３）重症心身障害児等支援の充実 

 ■ 在宅で生活する重症心身障害児や医療的ケアが必要な障がいのある子どもについて、地域

で必要な支援が受けられるよう各種サービス等の充実や、保健・医療・福祉及び教育分野

等の連携促進に努めます。 

■ 障がいの重度化・重複化や多様化を踏まえ、児童発達支援センター等の専門的機能の強化

を図ります。また、児童発達支援センター等を地域における中核的支援施設と位置付け、

地域や障がいのある子どもの多様なニーズに対応する療育機関としての役割を担うための

体制整備を推進します。 

■ 地域の重症心身障害児や医療的ケア児の人数やニーズを把握し、坂東市地域自立支援協議

会により支援の在り方を検討します。 

 

（４）障がいのある子どもへの支援体制の整備 

 ■ 保健・医療・福祉、教育分野等の連携により、早期からの教育相談や支援体制の充実を図

ることで、発達障がい等の早期発見と適切な支援を行います。 

■ 保健・医療・福祉、教育、就労分野等の連携により、障がいのある子どもや保護者に対す

る就学前から卒業、就労までの切れ目ない指導や支援を行います。 

■ 各種障害福祉サービス等に関する専門的な技術や知識を有する人材の育成・確保を推進し、

サービス等の円滑な提供を図ります。 

 

 

 

【用語解説】 

※８ インクルージョン 「包含、包み込む」ことを意味する言葉。教育や福祉の領域においては、「障がいがあっても孤立する

ことなく同じ社会の構成員として包み支えあう」という考え方のこと。 
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施策の方向３ 保健・医療の推進 

【基本的な考え方】 

障がいのある人が地域で健康に暮らしていくためには、障がいのある人に合わせた適切な保健・

医療を提供していくことが重要です。障害福祉サービスと合わせて医療的ケアの必要な子どもや高

齢者等が増えており、今後は、ますます保健・医療との連携が重要になっていきます。 

また、強度行動障がい※９や高次脳機能障がい※10など、専門的な知識や多様な関係機関との連携な

どが必要なケースにおいても、対応が可能な人材の育成と体制の整備を図っていく必要があります。 

 

【障がいのある人へのアンケート結果から】 

○医療的ケアの有無（単一回答、回答者数：417 人） 〇受けている医療的ケアの種類 

（複数回答、回答者数：122 人） 

 

 

 

 

【用語解説】 

※９ 強度行動障がい 自分の体を叩いたり食べられないものを口に入れる、危険につながる飛び出しなど本人の健康を損ねる

行動、他人を叩いたり物を壊す、大泣きが何時間も続くなど周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動が、

著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必要になっている状態のこと。 

※10 高次脳機能障がい 外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その後遺症として生じた記憶障がい、注意障が

い、社会的行動障がいなどの認知障がい等のこと。 

  

受けている 29.3%

受けていない 60.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

服薬管理 41.8%

透析 23.8%

ストマ（人工肛門・人工膀胱） 8.2%

吸引 5.7%

カテーテル留置 4.9%

吸入 4.1%

人工呼吸器（レスピレーター） 3.3%

胃ろう・腸ろう 1.6%

鼻腔経管栄養 0.8%

その他 16.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
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【具体的な取組内容】 

 

（１）精神保健・医療の適切な提供等 

 ■ 精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を進めます。 

■ 地域における精神障がい者への適切な医療提供体制の確立や、相談機能の充実などによ

り、入院中の精神障がい者の社会的入院※11の解消と地域への移行を促進します。 

■ 地域移行支援や地域定着支援等の適切な提供により、精神障がい者の地域への円滑な移

行・定着を促進します。 

■ 精神障がい者の地域移行の取組を担う精神科医、看護職員、精神保健福祉士、公認心理師

等との連携体制の構築等を図ります。 

■ 強度行動障がいや高次脳機能障がいに対して適切な支援ができるよう、県や各種団体が実

施する研修会等への職員の派遣等による人材育成を進めます。 

 

（２）難病等に関する保健・医療施策の推進 

 ■ 茨城県難病相談支援センター等と連携し、地域で生活する難病患者の日常生活における相

談・支援や地域交流活動の促進等を行います。 

■ 難病患者に対する難病患者福祉手当の支給により、難病患者やその家族の経済的な負担を

軽減します 

 

（３）障がいの原因となる疾病等の予防・早期発見 

 ■ 乳幼児健診の受診率向上や健診内容の充実により、乳幼児の発育・発達の確認及び疾病等

の早期発見に努めます。 

■ 発達障がい等の早期発見・早期支援が図られるよう、保育・子育て関連課や児童発達支援

センターとの連携強化を図ります。 

■ 療育に知見と経験を有する医療・福祉の専門職の確保を図り、障がいのある子どもへの早

期療育を促進します。 

 

（４）保健・医療の充実 

 ■ 地域において健康相談等を行う関連機関等の職員の資質の向上を図るとともに、地域の保

健・医療・福祉事業従事者間の連携を図ります。 

■ 定期的な歯科検診や歯科健康教育の実施により、口腔の健康の保持・増進を促進します。 

■ 自立支援医療等の助成制度の周知及び利用促進を図り、障がいのある人の医療費の負担を

軽減します。 

 

 

【用語解説】 

※11 社会的入院 治療や退院を目指さない長期入院。医学的には入院の必要性が無いにも関わらず、本人や家族の生活上の都合

等により、入院生活を続けてしまうこと。 
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施策の方向４ ライフステージに合わせた自立支援の充実 

【基本的な考え方】 

障がいのある人が地域で自立した生活をしていくためには、就学時や進学時、就労時、就労後等の

各ライフステージにおいて、適切な成長環境や支援を提供していく必要があります。また、「親亡き

後」を見据えて、経済的な自立を促進していくことも必要です。就業については、民間企業に対して

障がいのある人への理解促進を図り、一般就労を望む人の働く場所を確保するとともに、一般就労

には結びつかない場合でも、生きがいを持って働くことができるよう、今後も福祉的就労の場を充

実させていくことが重要です。 

加えて、障がいのある人やその家族の経済的な負担を軽減していくために、各種手当等の制度の

周知等により、確実な支給を推進していきます。 

 

【障がいのある人へのアンケート結果から】 

○今後の暮らしの希望（単一回答、回答者数：417 人） 

 

 

 

 

 

 

〇希望する生活に必要な支援（複数回答、回答者数：

417 人） 

 

 

 

 

 

 

〇仕事をするために必要な支援 

（複数回答、回答者数：144 人） 

 

  

職場の上司や同僚に障がいへの理解があること 54.9%

通勤手段があること 46.5%

勤務時間や日数が体調に合わせて変更できること 42.4%

短時間の勤務や勤務日数を減らすなどの配慮が受けられること 39.6%

自宅でも仕事ができること 36.8%

具合が悪くなった時に気軽に通院できること 36.1%

仕事に就いた後も支援機関の相談や支援を受けられること 32.6%

職場以外で仕事についての相談ができること 25.7%

職場にスロープや車いす用トイレなど必要な設備が整っていること 24.3%

職場で介助や援助などが受けられること 24.3%

地域企業に合った就労訓練が受けられること 19.4%

その他 2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
家族と一緒に生活したい 68.6%

一般の住宅で一人暮らしをしたい 9.6%

福祉施設（障がい者支援施設、高齢者支援施設）で暮らしたい 6.5%

グループホームなどを利用したい 5.5%

その他 2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的な負担の軽減 45.1%

必要な在宅サービスが適切に利用できること 29.0%

在宅で医療ケアなどが適切に得られること 25.2%

相談対応などの充実 21.3%

障がい者に適した住居の確保 20.6%

情報の取得利用や意思疎通についての支援 16.1%

地域住民などの理解 14.1%

生活訓練などの充実 13.9%

その他 4.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%
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【障害福祉サービス提供事業者・市民団体へのヒアリング結果から】 

○障がいのある人の就労に関する課題 

・障がい者就業、生活支援センターが広域すぎて支援に限界があるのではと感じる。 

・企業の人事部の中で障がいについての勉強をしていただく必要性がある。 

・働き方に弾力性が必要。（連続出勤にならない配慮や、こまめな休憩時間等） 

・通勤手段が自転車のみという方が多く、通いきれず選択肢の幅が狭くなり、結びつかない。 

・必要な情報が行き届いているか。障害者雇用促進法に基づく雇用率の確保。 

・精神障がい者に関して、継続していくことの困難さや、季節の変わり目等において病状が安定

しないこともあり、休みがちになってしまう。 

・就労先の絶対数がまだ少ないと思う。障がいの種別によっても募集の数に偏りがあると思われ

る。また、企業によって現場の風土、障がい者への理解、当事者への接し方に違いがあり、業務

内容が適合するかよりも、職場での人との関わり方が就労定着に大きく影響していると感じる。 

 

【具体的な取組内容】 

 

（１）障がいのある子どもの学びと成長環境の整備 

 ■ 障がいのある子どもと障がいのない子どもが、共に教育を受けられるための教育的支援を

行います。 

■ 子どもの障がいの状態や教育的ニーズに応じて、特別支援学級での支援や通常学級での支

援等、柔軟な学びの場の充実を図ります。 

■ 特別な支援を必要とする子ども一人一人の状況を踏まえ、自立と社会参加ができるよう支

援体制の充実を図ります。 

■ 障がいのある子どもが安心して学べるよう、学校施設のバリアフリー化等の基礎的な環境

の整備を図ります。 

 

（２）雇用機会の拡大 

 ■ ハローワークを始めとする地域の関係機関との密接な連携により、職場実習の推進や、ト

ライアル雇用制度※12の活用などの雇用前の雇入れ支援から、雇用後の職場定着支援までの

一貫した支援を実施し、教育機関、医療・福祉施設等からの就労を促進します。 

■ 民間企業に対して、障がいのある人の雇用に対する理解と認識を深めるための啓発活動を

推進するとともに、商工会等との連携により、各種助成金制度の周知広報に努め、制度の

活用を促進します。 

■ 在宅勤務支援の相談窓口の設置や、フレックスタイム制の導入の出前講座の開催等により、

働き方に関する事業者の理解促進を図り、様々な働き方を選択できる環境整備を促進しま

す。 

■ 坂東市地域自立支援協議会において、地域での採用情報等の情報収集や共有化を推進しま

す。 
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（３）福祉的就労の推進 

 ■ 将来就労を希望する人や、一般就労が難しい人に対し、就労機会や就労訓練の機会を提供

する等、福祉的就労の場の確保に努めます。 

■ 作業所等において障がいのある人が制作した製品（授産製品）の販売機会の充実等により、

企業等からの受注や販路拡大を促進します。 

■ 就労継続支援事業等における農福連携の取組が進むよう、国や県が公表している先進事例

の紹介などにより、農業者等の理解促進を図ります。 

■ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年法律

第 50号。「障害者優先調達推進法」）に基づき、障害者就労施設等の提供する物品・サービ

スの優先購入（調達）を図ります。 

 

（４）就労を望む障がいのある人の能力向上 

 ■ ポリテクセンター茨城※13における職業訓練に関する情報提供を推進するとともに、茨城県

が民間訓練機関等に委託して行う離職者等訓練の利用を促進し、障がいの態様に応じた多

様な能力向上機会の提供を図ります。 

 

（５）就労の定着支援 

 ■ 就労している障がいのある人への相談支援等の充実や就労定着支援の導入により、職場へ

の定着を促進します。 

■ 障がい者職業カウンセラー養成講習等の研修等の受講を促進し、職業リハビリテーション

に従事する専門職員の確保を図ります。 

■ 茨城障害職業センターとの連携により、就労した障がいのある人への支援を充実させるこ

とで、職場への適応と定着を促進します。 

 

（６）障がいのある人やその家族の経済的負担の軽減 

 ■ 年金や諸手当、各種支給、各種税制上の優遇措置の運用により、障がいのある人の経済的

な自立を支援します。 

■ 障害年金制度の周知により、受給資格を有する障がいのある人の障害年金の確実な受給を

促進します。 

■ 特別児童扶養手当、障害児福祉手当、在宅障害児福祉手当の支給と重度心身障害者医療福

祉費等により、障がいのある子どもの家族の経済的な負担の軽減を図ります。 

 

 

【用語解説】 

※12 トライアル 

雇用制度 
就業経験の少ない人や就労期間にブランクがある人、障がい者などを原則３か月という短期間の試用期間を設

けて雇用した後に、企業側と求職者側が適性を判断した上で、双方の合意をもって本採用が決まる制度。 

※13 ポリテクセンタ

ー茨城（茨城職

業能力開発促

進センター） 

高齢者の雇用の確保、障がい者の職業的自立の推進、求職者その他労働者の職業能力の開発・向上を目的とし

て、高齢者、障がい者、求職者、事業主等の方々に対して総合的な支援を行う。茨城県常総市に立地。 
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施策の方向５ 安全安心な生活環境の整備 

【基本的な考え方】 

障がいのある人もない人も安心して快適な生活を送るためには、市内の様々な施設等のバリアフ

リー化やユニバーサルデザイン※14化が必要です。障がいのある人の高齢化等に伴い、自家用車での

外出が困難になっていくことも予想されるため、公共交通機関等の移動手段を確保していくことが

重要です。 

災害の発生に備え、地域住民による避難の支援体制及び障がいの特性に合わせた支援を提供でき

る避難所を確保しておく必要があります。 

また、障がいのある人の生命に関わる事件や悪質商法等による消費者被害から守るために、関係

機関の連携体制を構築しておくことが重要です。 

 

【障がいのある人へのアンケート結果から】 

○外出時の困りごと（複数回答、回答者数：371 人） ○災害時の困りごと（複数回答、回答者数：417 人） 

 

  

特に困ることはない 30.7%

公共交通機関が少ない（ない） 28.0%

外出にお金がかかる 15.6%

道路や歩道の通行が危険（幅が狭い、階段や段差が多い） 15.4%

困った時にどうすればよいのかわからない（助けを求められない） 10.8%

周囲の目が気になる 10.2%

発作など突発の身体の変化が心配 10.0%

外出先の建物の設備が不便（通路が狭い、トイレが利用できないなど） 9.7%

付き添ってくれる人がいない 6.2%

電車やバス、タクシーの乗り降りが大変 5.9%

その他 3.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

薬の処方や治療が受けられない 55.9%

安全なところまで、避難することができない 30.9%

避難場所がわからない 23.5%

被害状況、食糧配給場所など必要な情報が入手できない 23.5%

助けを求めることができない 18.0%

周囲とコミュニケーションがとれない 15.3%

避難場所の設備（トイレなど）が整っていない 14.4%

特にない 13.9%

補装具や日常生活用具の入手ができなくなる 10.1%

補装具の使用が困難になる 8.4%

その他 2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
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【障害福祉サービス提供事業者・市民団体へのヒアリング結果から】 

○交通手段の充実について 

・バスの本数の充実や、デマンドタクシーの有効活用。 

・自転車専用レーンを拡充するといい。 

・自転車の場合、交通量のある道路に歩道がないところがあり、通行する際に注意が必要。 

・最寄り駅が市外になってしまう時点で、近隣の市町村と比べると、移動の選択肢は限られてし

まう。それに付随し、障がい者の行動範囲や、選択できる公的サービスの種類も限定されてい

るように感じる。 

○災害発生時の不安について 

・避難場所がやや遠い。避難できず孤立し、二次災害に巻き込まれる可能性がある。避難生活が

長くなる場合、普段と異なる生活環境に順応できるか心配。地域の方々と協力しあって対応し

ていくことが必要になるが、緊急性を想定して事前の関係性を進めていくのが難しい。 

・障がいのある人がいられる場所を作ってほしい。 

・災害弱者のため支援体制の充実。個人情報保護法により地域の民生委員等も障がい者の情報は

把握されていない状況では障がい者に対する支援は困難である。 

・単身の障がい者で、物資や避難所などの情報が十分に収集できないケースや、避難所での生活

に適応できないと思われるケースについての対応。 

・夜間ではスタッフが１人の体制になるので、無事に全員避難できるか不安。 

○防犯上の課題について 

・活動場所が２階なので、万が一不審者が侵入した場合の逃げ道確保等。 

・事業所の周囲にフェンスがない。来訪者用のインターホンがない。その他防犯に関する設備に

必要なものはあるが、費用の面で実現できないことも多い。防犯に対する設備投資に関する補

助があればよい。 

 

 

【具体的な取組内容】 

 

（１）障がいのある人が暮らしやすい生活環境の整備 

 ■ 市内の各種施設や歩道のバリアフリー化やユニバーサルデザイン化を推進し、障がいのあ

る人もない人も、誰もが快適に暮らせる環境づくりを推進します。 

■ 福祉・医療施設等の立地促進に関する支援策等を踏まえつつ、市内に必要な都市基盤の整

備を推進します。 

■ 地域の障がい者同士や施設から地域生活に移行した方々が支え合えるような、在宅の障が

い者のコミュニティ（サークル）づくりを支援します。 
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（２）移動しやすい環境の整備 

 ■ コミュニティバス「坂東号」や、利用者の予約に基づき自宅等から目的地をつなぐデマン

ドタクシー「らくらく」を運行します。市民の移動ニーズを踏まえ、関係者間で連携しな

がら、公共交通の利便性向上と利用促進を図り、持続可能な公共交通網の形成を進めます。 

■ 公共交通機関の料金の割引制度等の周知を図り、利用促進に努めます。 

 

（３）防災対策の推進 

 ■ 災害発生時に避難が困難な人について、避難行動要支援者名簿への登録を促進します。 

■ 福祉専門職と障がい者本人や家族、地域住民と行政担当が連携し、一人一人に対応した避

難の支援計画づくりを推進します。 

■ 福祉事業所等へのハザードマップの配布等により、平時からの防災意識の向上を促進しま

す。 

■ 避難所等において、専門家チームによる保健・医療・福祉サービスの提供や、保健・医療・

福祉相談窓口の開設ができるよう、関係機関と調整していきます。 

 

（４）防犯対策の推進 

 ■ 警察と地域の障がい者団体・福祉施設・行政等との連携を促進し、犯罪被害の防止と早期

発見に努めます。 

■ 消費生活センターを中心とした消費者相談の実施や情報提供、消費生活トラブルに関する

啓発活動を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【用語解説】 

※14 ユニバーサルデザイン あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や

生活環境をデザインする考え方。 
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施策の方向６ 文化芸術活動・スポーツ等の振興 

【基本的な考え方】 

文化芸術活動やスポーツ・レクリエーション活動は、障がいのある人の社会参加や地域での交流

を促進し、生きがいのある豊かな生活を送るために重要なものです。本市では、市内の各種障がい者

団体等において積極的な取組が行われています。 

また、障がいのある人を対象としたボウリング大会等が開催されており、毎年秋の「坂東市将門ハ

ーフマラソン」にも、障がいのある人が参加しています。 

さらに、茨城県主催のスポーツ大会等に参加者の派遣も行っています。今後は、障がいのある人の

ニーズを把握し、多様な活動の場の充実を図っていくことが重要です。 

 

【障害福祉サービス提供事業者・市民団体へのヒアリング結果から】 

・情報が多くの人に周知されることが必要。日頃から、活動できる場所の確保。市町村で行っている

カルチャークラブや一般のスポーツ大会について、障がい者施設に向けた告知も行ってほしい。 

・ボウリング大会などに高校生や中学生なども参加してほしい。 

・選択肢を増やし、障がい者当事者が関われるような仕組み。 

・文化や芸術活動に触れる機会が増えるとよい。 

・市内で開催する行事やイベントを充実させるべきと思う。実際に行われているものに対しても、認

知されていないことも多いかと思うので、既存の活動内容の広報も併せて必要。 
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【具体的な取組内容】 

 

（１）文化芸術活動の充実に向けた環境の整備 

 ■ 障がいのある人の自主的な活動や社会参加に対するニーズを把握し、地域活動への参加を

促進します。 

■ 各種生涯学習講座・教室等の開催により、障がいのある人とない人が地域で共に学ぶ機会

を拡充します。 

■ 障がいのある人の文化芸術活動に対する支援等により、地域で活躍できる環境づくりを進

めます。 

■ 障がいのある人が利用できる施設等について PR し、多様な活動への参加を促進します。 

 

（２）スポーツ・レクリエーションに親しめる環境の整備 

 ■ スポーツ・レクリエーション活動に係る公共施設のバリアフリー化等により、障がいのあ

る人が地域で利用しやすい施設・設備の整備を推進します。 

■ 市で開催している各種スポーツ・レクリエーション活動に関する情報発信を積極的に行い、

より多くの障がいのある人の参加を促進します。 

■ 障がい者スポーツに関する情報提供を推進するとともに、障がいのある人もない人も共に

楽しむことのできる「ユニバーサルスポーツ※15」の普及に努めます。 

 

（３）人材の確保 

 ■ スポーツ・レクリエーション活動や文化活動、学習活動等の指導が行える地域の人をボラ

ンティアとして活用し、障がいのある人の多様な活動を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【用語解説】 

※15 ユニバーサルスポーツ 障がいの有無や年齢を問わず、誰もが一緒に参加し、活動できるスポーツのこと。スポーツが得意な人

も得意ではない人も一緒にできる、レクリエーションやコミュニケーションを目的としたものも含む。 
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施策の方向７ 障がいのある人への理解と配慮 

【基本的な考え方】 

障がいのある人も個性を持った一人の人間として尊重されなければなりません。本市においては、

障がいのある人に対する理解が徐々に広まりつつあるところですが、依然として差別や虐待は存在

しています。 

これらを無くしていくためには、子どもの頃からの福祉教育、障がいや障がいのある人に関する

正しい知識の普及や、人権に関する啓発活動を継続的に進めていく必要があります。 

 

【障がいのある人へのアンケート結果から】 

○差別等を受けた経験の有無 

（単一回答、回答者数：417 人） 

○差別等を受けた場所 

（複数回答、回答者数：139 人） 

 

  

ある 13.7%

少しある 19.7%

ない 57.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

住んでいる地域で 27.3%

買い物をしているときに 27.3%

仕事場で 23.0%

病院で 21.6%

学校で 20.1%

趣味やスポーツをしているときに 13.7%

仕事を探しているときに 9.4%

その他 11.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%
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【障害福祉サービス提供事業者・市民団体へのヒアリング結果から】 

○障がいや障がいのある人への理解について 

・小さい子でも参加できる啓発活動や、地域交流のイベントが恒例的に行われるとよい。障がい

のある人が健常者と一緒に活動できる場の提供。 

・自ら進んで障がいや障がい者に対する理解を深めようとすることは、多くの熱量が必要になる

ことだと思う。地域の催しなどで、多様な人間同士が交流を図れる機会を設け、自然と相互の

理解が深まることがよいかと思う。 

〇障がいや障がいのある人への配慮について 

・有益な情報をどんな障がいがあっても分かりやすく得られるような工夫をする。企業、役所等

に向けた研修、勉強会の実施など。 

・個々人の障がい特性に合わせた、配慮が必要である。 

・それぞれの障がいの特性にあった環境を作ること。 

・本人が選択をすることができる機会を増やしていく必要性を常に感じる。障がいの種別、特性

に応じてある程度必要なサービスなどは決まってしまうが、生活の中で、些細なことでも自分

の意思で選択し、意思決定していくことで生活の質は向上していくのだと思う。介護者が当事

者に対して、関わり方を当てはめていくのではなく、内容を選択できる環境設定の配慮が必要

だと思われる。 

 

 

【具体的な取組内容】 

 

（１）権利の擁護・差別解消の推進 

 ■ 広報紙や人権啓発キャンペーン等において、障がいを理由とする不当な差別的取扱いの禁

止や、障がいのある人に対する合理的配慮に関する積極的な広報・啓発活動を行います。 

■ 成年後見制度の周知や、権利擁護に関する相談、支援の充実を図るとともに、市民を含め

た後見人（市民後見人）も後見等の業務を行えるよう、研修の実施や組織体制の整備につ

いて取り組みます。 

 

（２）虐待の防止 

 ■ 坂東市高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会や、坂東市要保護児童対策地域協議会等の

既存組織のネットワークの更なる充実により、虐待の防止や早期発見を図ります。 

■ 虐待情報を受けた場合には、地域包括支援センター等の関係機関において迅速に対応しま

す。 
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（３）行政等における配慮の推進 

 ■ 行政機関の職員等に対して障がいの特性や求められる配慮等に関する研修を実施し、障が

いのある人に関する理解の促進や窓口等における配慮の徹底を図ります。 

■ 障がいのある人の利用に配慮した投票設備の設置等により、障がいのある人の投票環境の

整備を推進します。 

■ 坂東市地域自立支援協議会の活動を積極的に開示し、障害福祉に関する市の考え方（方向

性）を市民に周知します。 

 

（４）障がいのある人に配慮した情報発信と意思疎通支援の推進 

 ■ 「広報ばんどう」や市ホームページ、パンフレット等の広報媒体を十分に活用し、障がい

のある人にも分かりやすい情報提供を進めます。市ホームページについては、ユニバーサ

ルデザイン化を推進し、障がいのある人でも利用しやすいホームページへの見直しを行い

ます。 

■ 意思疎通に支援が必要な障がいのある人に対する手話通訳者・要約筆記者の派遣、点訳・

音声訳等を行うとともに、意思疎通支援を行う人材の育成を推進します。 
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第３章 第７期障害福祉計画 
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第１節 障害福祉計画の概要 

障害福祉計画は、障害者総合支援法第８８条に基づく市町村障害福祉計画であり、指定障害福祉

サービス、指定相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する事項を具体的に定めるも

のです。 

障害者総合支援法に基づく福祉サービスは、地域生活への移行及び定着を目的とした「地域相談

支援」、個々の障がいのある人の障がいの程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）

を踏まえて支給決定が行われる「障害福祉サービス」、市町村の創意工夫により利用者の方々の状況

に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。 

 

障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

計画相談支援 計画相談支援 

地域相談支援 
地域移行支援 

地域定着支援 

障害福祉 

サービス 

訪問系サービス 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

日常的支援・自立訓練 

療養介護 

生活介護 

短期入所 

自立訓練 
機能訓練 

生活訓練 

就労支援 

就労移行支援 

就労継続支援 
Ａ型 

Ｂ型 

就労定着支援 

居住系サービス 

施設入所支援 

共同生活援助 

自立生活援助 

地域生活 

支援事業 

必須事業 

相談支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

意思疎通支援事業 

手話奉仕員養成研修事業 

日常生活用具給付等事業 

移動支援事業 

地域活動支援センター機能強化事業 

任意事業 
日常生活支援 

日中一時支援 

訪問入浴サービス 

自動車運転免許取得・改造費補助事業 
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第２節 令和８年度に向けた成果目標 

国は、基本指針において、地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、障害福祉計

画等において必要な障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標（以下

「成果目標」という。）の設定と、成果目標を達成するために必要な障害福祉サービス等の量を見込

むことが適当としています。 

本市においては、この指針及び地域の実情を踏まえ、成果目標を以下のように定めます。 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

福祉施設に入所している障がいのある人（以下「施設入所者」という。）のうち、自立訓練事業

等を利用し、グループホームや一般住宅等に移行する人の数を見込み、令和８年度末の成果目標

を設定します。 

本市においては、国の指針に準拠して成果目標を設定し、障がいのある人の状況と意向、地域の

受入体制等を踏まえ、関係機関と連携して達成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

項 目 数 割合 

令和４年度末の施設入所者数（Ａ） ９９人  

① 
≪目標≫ 

福祉施設から地域生活への移行者数 
６人以上 Ａの６％ 

② 
≪目標≫ 

令和８年度末の施設入所者数 
９４人を超えない Ａの５％削減 

 

 

  

【国の指針】 

①令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活に移行 

②令和８年度末の施設入所者数を、令和４年度末時点の入所者数から５％以上削減 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、保健・医療・福祉関係者が連

携して取り組むとともに、精神保健医療福祉体制の基盤整備等を推進することにより、精神障が

い者の地域移行や定着が可能となり、そのための取組を積極的に推進することが必要であるとし

ています。 

本市においては、「坂東市地域自立支援協議会」が設置されており、この協議会の実施、継続及

び充実により、地域の精神保健医療福祉の一体的な推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 目標値 

保健・医療・福祉関係者による協議の場の開催回数 ３回 

協議の場への関係者の参加者数 １７人 

協議の場における目標設定及び評価の実施回数 ２回 

 

  

【国の指針】 

①精神障がい者の精神病床からの退院後１年以内の地域における平均生活日数を３２５.３日以上 

②精神病床における１年以上入院患者数について、令和２年度から３.３万人減少 

③精神病床のおける退院率を、３か月後６８.９％、６か月後８４.５％、１年後９１.０％以上 
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（３）地域生活支援の充実 

障がい者の地域生活への移行の支援及び地域生活支援を充実させるため、令和８年度末までに、

各市町村において地域生活支援拠点等を整備（複数市町村による共同整備を含む。）するとともに、

その機能の充実を図ります。 

また、強度行動障がいの状況や支援ニーズを把握し、関係機関が連携した支援体制の整備を進

めることとしています。 

本市においても、今後、市内外の事業者や関係機関と連携して、市内又は圏域での拠点整備を目

指し、また、強度行動障がいの支援ニーズの把握や支援体制の整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 目標値 

地域生活支援拠点の設置の有無 有 

機能の充実に向けた運用状況の検証の有無 有 

検討の実施回数 年 1 回以上 

強度行動障がいを有する者への支援体制整備の有無 有 

 

  

【国の指針】 

 ・地域生活支援拠点等を整備、コーディネーターの配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障害祉

サービス事業所等の担当者の配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制及び緊急時の連

絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえた運用状況の検証及び検討 

・強度行動障がいを有する障がい者の支援ニーズの把握、地域の関係機関が連携した支援体制の整備 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

国では、就労支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援）から一般就労

への移行を促進しています。また、障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための

方針との整合を図りながら、就労継続支援事業における工賃等の向上の取組を進めることが望ま

しいとしています。 

本市においても、事業者や関係機関と協力して、就労移行支援事業等の強化による一般就労へ

の移行を図っていき、就労継続支援事業における工賃等の向上の取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【国の指針】 

①就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援Ａ・Ｂ型）を通じて令

和８年度中に一般就労に移行する人の数を令和３年度の一般就労への移行実績の１.２８倍以上 

 ②就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する人の人数を

令和３年度の一般就労への移行実績の１.３１倍以上 

 ③就労継続支援Ａ型を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する人の人数を令和３年度の一般就

労への移行実績の１.２９倍以上 

④就労継続支援Ｂ型を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する人の人数を令和３年度の一般就

労への移行実績の１.２８倍以上 

⑤就労定着支援を通じて、令和８年度中に利用者数を令和３年度の利用実績の１.４１倍以上 

⑥就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合

が５割以上の事業所を全体の５割以上 

⑦就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上 
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項 目 数 割合 備考 

① 

令和３年度中の生活介護・自立訓練・就労移行支援

及び就労継続支援Ａ・Ｂ型の一般就労への移行者数 
5人 

 目標設定 

の基準値 

≪目標≫ 

令和８年度中の一般就労への移行数 
7人 1.28倍以上  

② 

令和３年度中の就労移行支援・就労継続支援Ａ・Ｂ

型の一般就労への移行者数 
5人 

 目標設定 

の基準値 

≪目標≫ 

令和８年度中の一般就労への移行数 
7人 1.31倍以上  

③ 

令和３年度中の就労継続支援Ａ型の一般就労への

移行者数 
1人 

 目標設定 

の基準値 

≪目標≫ 

令和８年度中の一般就労への移行数 
2人 1.29倍以上  

④ 

令和３年度中の就労継続支援Ｂ型の一般就労への

移行者数 
1人 

 目標設定 

の基準値 

≪目標≫ 

令和８年度中の一般就労への移行数 
2人 1.28倍以上  

⑤ 

令和３年度中の一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援を利用するもの 
1人  

目標設定 

の基準値 

≪目標≫ 

令和８年度中の一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援を利用するもの 

2人 1.41倍以上  

⑥ 

≪目標≫ 

就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用

終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５

割以上の事業所 

1事業所 
全体の 

５割以上 
 

⑦ 
≪目標≫ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上 
1事業所 

全体の 

２割５分以上 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

国では、障がいのある人が地域において自立した生活を営むためには、障害福祉サービスの提

供体制の確保とともに、各種ニーズに対応する相談体制の構築が不可欠であり、相談支援事業者

等は、障がいのある人及びその家族が抱える複合的な課題を把握し、適切な保健・医療・福祉サー

ビスにつなげるなど、行政機関その他関係機関との連携に努めることが必要としています。 

本市においても、相談支援事業所における相談件数は増加しており、ニーズに応じた適切なサ

ービスを提供するための相談体制の確保と関係機関との連携強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 目標値 

基幹相談支援センターの設置の有無 有 

協議会における相談支援事業所の参画による事例検討実施回数 ２回 

協議会の専門部会の設置数 ２部会 

専門部会における個別事例の支援内容の検証の実施回数 ８回 

 

  

【国の指針】 

 ・令和８年度末までに、各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関

係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターの設置 

 ・基幹相談支援センターにおける地域の相談支援体制の強化を図る体制の確保 

 ・協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善及び必要な協議会の体

制の確保 
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（６）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

国では、障害福祉サービス等が多様化し、多くの事業者が参入している中、利用者が真に必要と

するサービス等の提供を行うことが重要であるとし、市町村の職員は障害福祉サービス等の利用

状況を把握し、障がい者等に適切なサービスが提供されているかを検証していくことが望ましい

としています。また、適正な運営を行っている事業者を確保することが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 目標値 

障害福祉サービス等に係る各種研修の活用の有無 有 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果共有の有無 有 

指導監査結果の関係市町村との共有の有無 有 

 

  

【国の指針】 

・令和８年度末までに、以下の取組を実施する体制を構築 

①障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

②計画的な人材養成の推進 

③障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果共有 

④指導監査結果の関係市町村との共有 
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第３節 障害福祉サービス等の事業内容、量の見込みと確保の方策 

（１）指定相談支援 

①事業内容 

相談支援は、障がいのある人や保護者等からの相談に対応するサービスで、総合的な相談支援、

サービス等利用計画の作成支援、施設入所者等の地域移行支援等を行います。 

 

サービス名 内容 

計画相談支援 
障がいのある人が障害福祉サービスを利用する前のサービス等利用計画案の作成

や、一定期間ごとにモニタリングを行う等の支援を行います。 

地域移行支援 
施設入所者や入院患者等を対象に、住居の確保やその他の地域における生活に移行

するための支援を行います。 

地域定着支援 
一人暮らしの人等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行い

ます。 

 

②量の見込み 

本市では、既に５事業所において計画相談支援を実施しており、今後も利用者の増加を見込み

ます。地域移行支援や地域定着支援については、障がいのある人が地域での生活を送るために重

要な役割を担うものであり、毎年２人ずつの利用を見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

計画相談支援 
事 業 所 数（箇所） 4 5 5 5 5 5 

実 利 用 者 数（人） 103 109 119 130 141 154 

地域移行支援 実 利 用 者 数（人） 0 0 1 2 2 2 

地域定着支援 実 利 用 者 数（人） 0 0 1 2 2 2 

※R５は見込値                                               （１年間当たり） 

 

③確保の方策 

事業所や関係機関との連携によりサービスの周知を行うとともに、サービス提供体制の強化を

図ります。 
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（２）訪問系サービス 

①事業内容 

訪問系サービスは、障がいのある人の居宅での生活を支えるサービスで、在宅時の介護や外出

時の移動の援護等を行います。 

 

サービス名 内容 

居宅介護 

（ホームヘルパー） 
居宅で入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事の援助を行います。 

重度訪問介護 
重度の障がいがあり常に介護が必要な人に、自宅で入浴や排せつ、食事等の介助や

外出時の移動の補助等を行います。 

同行援護 
視覚障がいにより移動が著しく困難な人に、外出時に情報の提供や移動の補助等を

行います。 

行動援護 
知的障がいや精神障がいにより行動が困難で常に介護が必要な人に、行動時の介助

や外出時の移動の補助等を行います。 

重度障害者等包括支援 
常に介護が必要な人の中でも、介護が必要な程度が非常に高いと認められた人に、

居宅介護等の障害福祉サービスを包括的に提供します。 

 

②量の見込み 

居宅介護については、利用者数は微増と見込みますが、障がいの重度化により一人当たりの利

用時間増加を見込みます。その他のサービスについては横ばいで推移すると見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

居宅介護 
実 利 用 者 数（人） 26 25 26 27 28 29 

延べ利用時間（時間） 548 585 606 634 672 710 

重度訪問介護 
実 利 用 者 数（人） 0 2 1 1 1 1 

延べ利用時間（時間） 0 232 116 116 116 116 

同行援護 
実 利 用 者 数（人） 1 0 1 1 1 1 

延べ利用時間（時間） 2 0 3 3 3 3 

行動援護 
実 利 用 者 数（人） 1 1 1 1 1 1 

延べ利用時間（時間） 2 13 26 28 28 28 

重度障害者等包括支援 
実 利 用 者 数（人） 0 0 0 0 0 0 

延べ利用時間（時間） 0 0 0 0 0 0 

※R５は見込値                                                 （月平均） 

 

③確保の方策 

障がい種別に関わりなくサービスが提供できるよう、人材の確保・育成、サービス事業者への的

確な情報提供等に努めていきます。  
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（３）日中活動系サービス（日常的支援・自立支援） 

①事業内容 

日中活動系サービス（日常的支援・自立訓練）は、施設に通う障がいのある人の生活を支援する

サービスで、日常生活の介護や自立生活に向けた訓練等を行います。 

 

サービス名 内容 

療養介護 
医療の必要な障がいのある人で常に介護が必要な人に、医療機関で機能訓練や療養

上の管理、看護、介護や世話をします。 

生活介護 
常に介護が必要な人に、施設で入浴や排せつ、食事の介護や創作的活動等の機会を

提供します。 

短期入所 家で介護を行う人が病気等の場合、短期間、施設に入所できます。 

自立訓練（機能訓練） 
身体障がい者に対し、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、身体

機能向上のために必要な訓練等を行います。 

自立訓練（生活訓練） 
知的障がい者・精神障がい者に対し、自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、生活能力向上のために必要な訓練等を行います。 

 

②量の見込み 

日常生活の維持・向上や地域生活への移行希望等のニーズを勘案し、療養介護、生活介護につい

ては微増を、短期入所、自立訓練（生活訓練）については増加を見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

療養介護 
実 利 用 者 数（人） 3 4 4 5 5 5 

延べ利用時間（時間） 91 113 119 126 133 140 

生活介護 
実 利 用 者 数（人） 157 159 163 168 172 177 

延べ利用時間（時間） 3,075 3,153 3,214 3,276 3,340 3,405 

短期入所 
実 利 用 者 数（人） 20 25 30 36 43 52 

延べ利用者数（人日） 99 105 117 131 147 165 

自立訓練（機能訓練） 
実 利 用 者 数（人） 1 2 2 2 2 2 

延べ利用時間（時間） 1 20 16 16 16 16 

自立訓練（生活訓練） 
実 利 用 者 数（人） 11 8 10 13 17 21 

延べ利用時間（時間） 109 115 135 159 187 220 

※R５は見込値                                                 （月平均） 

 

③確保の方策 

障がいのある人の状態や希望に合わせたサービスが提供できるよう、ニーズを把握していくと

ともに、事業者と協力して必要な量を確保していきます。  
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（４）日中活動系サービス（就労支援） 

①事業内容 

日中活動系サービス（就労支援）は、福祉事業所での継続した就労を目的とするサービスと、一

般企業等への就労を目的としたサービス等があります。 

 

サービス名 内容 

就労移行支援 
就労を希望する人に、一定の期間における生産活動やその他の活動の機会の提供、

知識や能力向上のための訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型） 
通常の事業所で雇用されることが困難な障がいのある人を雇用し、生産活動等を通

じて、その知識・能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ｂ型） 

雇用には至らないが、雇用に向け、より実践的な訓練を必要とする人や再度雇用の

場に戻ることを希望する人に対し就労機会を提供すると共に、その知識・能力の向

上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援 
就職した障がいのある人に、就労が続くよう生活面での課題を解決するため、事業

所や家族との連絡調整や支援を行います。 

 

②量の見込み 

一般企業等への就労を推進していくにあたり、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援とも

に利用者の増加を見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

就労移行支援 
実 利 用 者 数（人） 12 12 12 12 13 14 

延べ利用者数（人） 42 91 79 79 86 92 

就労継続支援（Ａ型） 
実 利 用 者 数（人） 34 37 44 53 64 76 

延べ利用者数（人） 330 353 398 448 505 569 

就労継続支援（Ｂ型） 
実 利 用 者 数（人） 97 95 103 111 119 129 

延べ利用者数（人） 1,018 1,002 1,051 1,103 1,157 1,214 

就労定着支援 実 利 用 者 数（人） 1 2 1 1 1 2 

※R５は見込値                                                 （月平均） 

 

③確保の方策 

就労支援については、地元の一般企業やハローワーク等との連携により就労機会の拡大と、必

要な訓練を提供する体制を整備していきます。  
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（５）居住系サービス 

①事業内容 

施設やグループホーム等で暮らす障がいのある人の日常生活を支援するサービス等を行います。 

 

サービス名 内容 

施設入所支援 施設に入所する人に、入浴や排せつ、食事の介護等をします。 

共同生活援助 地域で共同生活を営む人に、住居における相談や日常生活上の援助をします。 

自立生活援助 
施設に入所していた障がいのある人が、一人暮らしを始めた際に、定期的に訪問し、

助言や連絡調整を行います。 

 

②量の見込み 

障がいのある人、介護する家族等の高齢化が今後見込まれることから、施設入所のニーズは高

まることが予想されますが、自立訓練事業等を通じてグループホームや一般住宅等への移行を図

り、施設入所者の縮減に努めます。また、自立生活援助については、市内の事業者と協力し同サー

ビスの提供を図ります。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

施設入所支援 実 利 用 者 数（人） 99 99 99 98 96 94 

共同生活援助 実 利 用 者 数（人） 67 81 90 100 111 124 

自立生活援助 実 利 用 者 数（人） 0 0 0 0 0 1 

※R５は見込値                                                 （月平均） 

 

③確保の方策 

施設入所支援や共同生活援助については、福祉事業者や医療機関との連携により確保に努めま

す。自立生活援助については、福祉事業者等への情報提供などにより、実施事業者の確保を図り

ます。  
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（６）地域生活支援事業（必須事業） 

①事業内容 

地域生活支援事業は、在宅における自立した生活を支援するサービスです。本市では、７つの事

業を実施していきます。 

 

サービス名 内容 

相談支援事業 
障がいのある人や保護者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行うとと

もに、障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助を行います。 

成年後見人制度 

利用支援事業 

知的障がい、精神障がい等で判断能力が不十分で、ある一定の要件に該当する人に

対し、成年後見制度の利用を支援するための費用を助成します。 

意思疎通支援事業 
聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため意思疎通を図ることに支障

のある人を支援するために、手話通訳や要約筆記等を行う人の派遣等を行います。 

手話奉仕員養成 

研修事業 

手話表現技術を習得するための研修により、聴覚障がい者等との交流等を支援する

手話奉仕員を養成します。 

日常生活用具給付等事業 

障がいのある人等の円滑な日常生活に資する自立生活支援用具等の給付や重要な

情報入手手段である点字図書の購入費用の給付、重度の障がいのある人が家庭生活

を送りやすくするための住宅改修工事費の給付等を行います。 

移動支援事業 

(個別支援事業) 

屋外での移動が困難な障がいのある人が、社会生活上必要な外出や社会参加のため

に外出する際の移動を支援します。 

地域活動支援 

センター機能強化事業 

医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア

育成、障がいに対する理解促進のための普及啓発等を行います。 
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②量の見込み 

各サービスの充実や情報の周知等により、一定の利用を見込みます。 

 

サービス名 
単位 実績 計画値 

 R３ R４ R５ R６ R７ R８ 

相談支援事業 

障害者相談支援事業 事 業 所 数（箇所） 1 1 1 1 1 1 

基幹相談支援センター 設置有無 無 無 無 無 無 設置 

相談支援事業強化事業 実施有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

成年後見人制度利用支援事業 実 利 用 者 数（人） 6 1 2 2 2 2 

意思疎通 

支援事業 

手話通訳者派遣事業 延べ利用回数（回） 29 33 32 33 34 35 

要約筆記者派遣事業 延べ利用回数（回） 0 0 0 0 0 0 

手話通訳者設置事業 設 置 者 数（箇所） 1 1 1 1 1 1 

手話奉仕員養成研修事業 
課程 無 

入門 

後期 

入門 

前期 

入門 

後期 

入門 

前期 

入門 

後期 

受 講 者 数（人） 0 14 19 19 20 20 

日常生活用具 

給付等事業 

介護・訓練支援用具 延べ利用件数（件） 1 5 2 3 4 5 

自立生活支援用具 延べ利用件数（件） 4 9 3 4 4 5 

在宅療養等支援用具 延べ利用件数（件） 5 3 3 4 4 5 

情報・意思疎通支援用具 延べ利用件数（件） 28 27 25 26 28 30 

排泄管理支援用具 延べ利用件数（件） 992 999 990 1,000 1,010 1,020 

移動支援事業 
実 利 用 者 数（人） 7 11 14 15 16 17 

延べ利用者数（人） 238 140 168 180 192 204 

地域活動支援 

センター機能 

強化事業 

地域活動支援センターⅠ型 実施箇所数（箇所） 1 1 1 1 1 1 

地域活動支援センターⅡ型 実施箇所数（箇所） 0 0 0 0 0 0 

地域活動支援センターⅢ型 実施箇所数（箇所） 2 2 2 2 2 2 

※R５は見込値                                  （１年間当たり、移動支援事業のみ月平均） 

 

③確保の方策 

市民の協力や関係機関との連携が必要な事業が多いことから、積極的な情報の交換や発信によ

り、事業の実施とサービス利用促進を図ります。  
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（７）地域生活支援事業（任意事業） 

①事業内容 

地域生活支援事業のうち、任意事業として市の実情に合わせて、３つの事業を実施します。 

 

サービス名 内容 

日中一時支援 
障がいのある人等の家族の就労支援及び一時的な介護負担の軽減を図るために、障

がいのある人の日中の活動の場を提供します。 

訪問入浴サービス 
入浴に介助を必要とする在宅の人の居宅を訪問し、浴槽を提供し入浴の介護及び身

体の清拭を行います。 

自動車運転免許取得・ 

改造費補助事業 
自動車運転免許の取得及び自動車の改造に必要な費用の一部を助成します。 

 

②量の見込み 

日中一時支援は増加傾向にあることから、今後の利用者の増加を見込みます。自動車運転免許

取得・改造費補助事業については、これまでの利用は少ないものの、一定の利用を見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

日中一時支援 
実 利 用 者 数（人） 38 38 39 40 42 44 

延べ利用者数（人） 1,515 1,534 1,558 1,598 1,638 1,716 

訪問入浴サービス 
実 利 用 者 数（人） 3 3 3 3 3 3 

延べ利用者数（人） 227 220 220 220 220 220 

 （月平均） 

自動車運転免許取

得・改造費補助事業 

自動車運転免

許取得事業 
実 利 用 者 数（人） 1 0 0 1 1 1 

自動車改造費

助成事業 
実 利 用 者 数（人） 0 0 2 2 2 2 

※R５は見込値                                              （１年間当たり） 

 

③確保の方策 

関係機関との連携や制度の周知を行い、円滑なサービスの利用を促進します。 
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第１節 障害児福祉計画の概要 

障害児福祉計画は、児童福祉法第３３ 条の２０に基づく市町村障害児福祉計画であり、障害児通

所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保等に関する方策を定めるものです。障がいのある子ど

もへの通所サービスは、平成２４年４月の児童福祉法等の改正により、新たに「障害児通所支援」と

してサービス体系が再編されました。 

また、平成２８年度の法改正により、障害児通所支援においては「居宅訪問型児童発達支援」が新

設されました。 

 

児童福祉法に基づく 

福祉サービス 

障害児相談支援 

障害児支援利用援助 

継続障害児支援利用援助 

障害児通所支援 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

医療型児童発達支援 

居宅訪問型児童発達支援 

障害児入所支援※ 障害児入所施設 
医療型 

福祉型 

※都道府県が主体 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

62 

 

第２節 令和８年度に向けた成果目標 

障がいのある子どもに関する施策は、以前は障害者自立支援法と児童福祉法に基づき実施されて

いましたが、平成２４年の児童福祉法の改正により、根拠規定が一本化されました。それ以降、障が

いのある子どもに対するサービスの拡充を進めており、平成２８年５月に成立した「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」によって、

重症心身障害児や医療的ケア児等への支援拡充等が図られることになり、指針においてもこれらサ

ービスの提供体制を整備するための目標が定められています。 

本市においても、国の指針に基づき、事業者や関係機関との連携により、地域の障がい児支援体

制の拡充に取り組んでいきます。 

（１）障がい児支援の提供体制の整備等 

国では、重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び障がい

児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進、難聴児支援のための中核的機能を有す

る体制の構築、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所の確保、医療的ケア児支援センター（都道府県ごと）の設置、医療的ケア児等支援のための関

係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置並びに障害児入所施設に入所する児童が大

人にふさわしい環境に移行できるようにするための移行調整の協議の場の設置が必要であるとし

ています。 

本市においても、ニーズに応じた適切なサービスを提供するための体制の確保と、関係機関と

の連携強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【国の指針】 

 ・令和８年度末までに、児童発達支援センターを少なくとも１か所以上設置 

 ・令和８年度末までに、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構

築 

 ・令和８年度末までに、児童発達支援センター、特別支援学校（聴覚障害）等を活用し、難聴児支援

のための中核的機能を果たす体制を構築 

 ・令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所少なくとも１か所以上設置 

 ・保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるととも

に、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置 
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項 目 目標値 

児童発達支援センターの設置個所 ２か所 

障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制構築

の有無 
有 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス

事業所の有無 
有 

医療的ケア児支援のための保健・医療、福祉、保育、教育等の関係機関の協議

の場の設置の有無 
有 

医療的ケア児等に対する支援を調整するコーディネーターの配置 有 
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第３節 障害児通所支援等の事業内容、量の見込みと確保の方策 

（１）障害児相談支援 

①事業内容 

障害児相談支援は、障がいのある子どもが必要なサービスを適切に受けるためのサービス利用

計画の作成支援等を行います。 

 

サービス名 内容 

障害児相談支援 

障害児通所支援の申請に係る支給決定前に、障害児支援利用計画案を作成し、支給

決定後にサービス事業者等との連絡調整等を行うとともに、障害児支援利用計画の

作成を行います。 

 

②量の見込み 

相談支援を提供する事業所が令和５年に１つ増加し４事業所となり、利用者数も増加している

ことから、今後も増加を見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

障害児相談支援 
事 業 所 数（箇所） 3 3 4 4 4 4 

実 利 用 者 数（人） 96 91 99 107 116 125 

※R５は見込値                                              （1 年間当たり） 

 

③確保の方策 

関係各課と連携し、サービスを提供する事業所の維持を図ります。 
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（２）障害児通所支援サービス 

①事業内容 

日中活動系サービス（日常的支援・自立訓練）は、施設に通う障がいのある人の生活を支援する

サービスで、日常生活の介護や自立生活に向けた訓練等を行います。 

 

サービス名 内容 

児童発達支援 
未就学の障がいのある子どもに対し、日常生活における基本的な動作の指導や集団

生活への適応訓練等を支援します。 

医療型児童発達支援 
肢体不自由のある子どもに医療型児童発達支援センター又は指定医療機関等に通

わせ、児童発達支援及び治療を行います。 

保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援等を行います。 

放課後等デイサービス 
就学している障がいのある子どもに対し、生活能力の向上のために必要な訓練を実

施するとともに、社会との交流の促進等を支援します。 

居宅訪問型児童発達支援 
未就学の障がいのある子どもの居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指

導や集団生活への適応訓練等を支援します。 

 

②量の見込み 

児童発達支援と放課後等デイサービスは、ニーズが高いことから、今後も利用者の増加を見込

みます。保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援については、これまでの利用実績はあり

ませんが、実施事業者の確保を図り、利用を見込みます。 

 

サービス名 単位 
実績 計画値 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

児童発達支援 
実 利 用 者 数（人） 70 84 83 86 89 92 

延べ利用者数（人） 255 305 315 344 356 368 

医療型児童発達支援 
実 利 用 者 数（人） 0 0 0 0 0 0 

延べ利用者数（人） 0 0 0 0 0 0 

保育所等訪問支援 
実 利 用 者 数（人） 0 0 0 1 1 2 

延べ利用者数（人） 0 0 0 1 1 2 

放課後等デイサービス 
実 利 用 者 数（人） 114 113 124 126 128 130 

延べ利用者数（人） 1,226 1,375 1,488 1,512 1,536 1,560 

居宅訪問型児童発達支援 
実 利 用 者 数（人） 0 0 0 0 1 1 

延べ利用者数（人） 0 0 0 0 1 1 

※R５は見込値                                              （１か月当たり） 

 

③確保の方策 

現在利用されていない事業については、制度の周知を図るとともに、関係機関との連携の上、提

供体制の確保を図り、サービスの円滑な利用を促進します。 


